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昨年度の検討内容

※本制度見直しは、国費分を対象としており、港湾管理者分については別途港湾管理者に確認する必要がある。

運転開始までの貸付料支払抑制期間を導入し、売
電開始後に貸付料の支払いを可能とすることで、
事業者負担の軽減を図る。

○ 事業者・業界団体の要望等を踏まえ、事業者負担の軽減や施工の効率化等の観点から、基地港湾の柔軟
な利用を促進する仕組みの構築に向けて検討を進めてきたところ。

○現行の基地港湾制度について、基地港湾のさらなる効率的な利用に向けて、「港湾間連携を促すための運用
改善」、「基地港湾の利用機会を増やすための運用改善」に関して、制度見直しを行う。

①施工の効率化に向けた複数基地港湾利用の促進

【港湾間連携を促すための運用改善】

A港：風車据付

促進区域と一体的に利用できる基地港湾

B港：基礎設置

【基地港湾の利用機会を増やすための運用改善】

４年目～３年目２年目１年目利用港

A港
（風車据付）

B港
（基礎設置）

基礎設置

賃貸借契約期間

風車据付

賃貸借契約期間

②貸付契約１者目の契約保証額の軽減

③基地港湾貸付料の平準化

④原状回復義務の緩和等

⑤柔軟な貸付料支払方法の設定（選択制）

賃貸借契約１者目の契約保証を投資額の50%（貸付
料と同額）とすることで、１者目負担の軽減を図る。

同一港湾管理者の基地港湾投資額を合算し、貸付
料を平準化することで、基地港湾利用の平準化を
図る。

原状回復を行うことを要しない事例を整理する。

基地港湾の利用スケジュール等の情報共有を行う
場を設ける。

「促進区域と一体的に利
用できる基地港湾（A
港）」と「それ以外の基地
港湾（B港）」を利用する
場合、B港の貸付料につ
いては、利用期間に応じ
た貸付料を導入すること
で、施工の効率化を図る。
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基地港湾のさらなる効率的な利用に向けて検討すべき事項（中長期課題）

基地港湾貸付料については、整備費が算定根拠であり大小が生じるため、複数基地港湾の管理・運営や
プール制などの単価を検討するべきではないか。

自治体が港湾を運営することが大前提となっているが、時代を取り巻く状況により制度を変えることも必要。
社会のニーズを踏まえ、新しい視点で制度を検討していただきたい。

【第２回検討委員会で頂いた主なコメント】

・案件の大型化等に対応する港湾施設の確保方策に関する検討が必要ではないか。
・国・港湾管理者間や港湾間の利用調整等のさらなる効率化に向けた検討が必要ではないか。

案件の大型化等への対応として、複数港湾の活用も重要だが、産業集積やコスト低減等の観点から、複
数案件を１つの港湾で対応できるような制度等も検討頂きたい。
検討会における議論も踏まえ、効率的な港湾利用を促進して頂きたい。
国、各港湾管理者が同じ目線で管理できるような体制を構築頂きたい。(国/自治体間の調整のワンストッ
プ化等)

【事業者団体等から頂いた主なコメント】

第２回検討委員会等で頂いたコメントも踏まえ、
中長期的な課題として、下記について検討を進めていきたい。

令和7年度洋上風力発電の導入促進に向け
た港湾のあり方に関する検討会（2026/3/4）

資料２抜粋（一部修正）



欧州の港湾運営と同様に、風力事業を誘致できるように、より効率的に基地港湾
を利用することができるような制度を検討するべきである。

浮体式では異なる港湾管理者の基地港湾を使う可能性があるため、複数の基地
港湾利用が効率的にできるような制度を検討いただきたい。
貸付料の設定も含め、港湾利用の予見性が高まるような制度を検討いただきたい。
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検討の方向性

【第３回検討委員会で頂いた主なコメント】

第３回検討委員会で頂いたコメントも踏まえ、
基地港湾のさらなる効率的な利用に向けて、

浮体式に対応した基地港湾制度に関する検討を進めたい。



基地港湾のさらなる効率的な利用に向けた検討
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•検討の方向性
•基地港湾を取り巻く動き



マスター タイトルの書式設定
区域名

①長崎県五島市沖（浮体）

1
R

促進
区域

②秋田県能代市・三種町・男鹿市沖
③秋田県由利本荘市沖（北側・南側）
④千葉県銚子市沖
⑤秋田県八峰町・能代市沖－ENEOSリニューアブル・エナジー（株）他

2
R

⑥秋田県男鹿市・潟上市・秋田市沖－（株）JERA NEX BP他
⑦新潟県村上市・胎内市沖－三井物産（株）他
⑧長崎県西海市江島沖－住友商事（株）他
⑨青森県沖日本海（南側）－（株）JERA他3

R ⑩山形県遊佐町沖－丸紅（株）他
⑪北海道松前沖
⑫北海道檜山沖

⑱山形県酒田市沖⑬北海道石狩市沖

有望
区域

⑲千葉県九十九里沖⑭北海道岩宇・南後志地区沖
⑳千葉県いすみ市沖⑮北海道島牧沖
㉑福岡県響灘沖⑯青森県沖日本海（北側）

⑰秋田県秋田市沖

㉛東京都八丈町沖（浮体）㉒北海道岩宇・南後志地区沖
 （浮体）

準備
区域

㉜富山県東部沖（浮体）㉓北海道島牧沖（浮体）
㉝福井県あわら市沖㉔青森県陸奥湾
㉞和歌山県沖（東側）㉕岩手県久慈市沖（浮体）
㉟和歌山県沖（西側・浮体）㉖千葉県旭市沖
㊱佐賀県唐津市沖㉗東京都大島町沖（浮体）
㊲長崎県五島市南沖（浮体）㉘東京都新島村沖（浮体）
㊳鹿児島県いちき串木野市沖㉙東京都神津島村沖（浮体）

㉚東京都三宅村沖（浮体）
㊴石狩湾新港内 ※R６.１：運転開始

港湾
区域内

㊵むつ小川原港内
㊶㊷能代港内・秋田港内 ※R５.１：全面運転開始
㊸鹿島港内
㊹北九州港内 ※R8.３：運転開始

㉕岩手県久慈市沖（浮体）

㊱佐賀県唐津市沖

①長崎県五島市沖（浮体）
⑧長崎県西海市江島沖
㊲長崎県五島市南沖（浮体）

鹿島港

能代港

秋田港

北九州港

新潟港

④千葉県銚子市沖
㉖千葉県旭市沖
⑲千葉県九十九里沖
⑳千葉県いすみ市沖

㊸鹿島港内

㉜富山県東部沖（浮体）

㉝福井県あわら市沖
㉑福岡県響灘沖
㊹北九州港内

⑩山形県遊佐町沖
⑱山形県酒田市沖

⑦新潟県村上市・胎内市沖

酒田港

青森港

㉞和歌山県沖（東側）
㉟和歌山県沖（西側・浮体）

㉗東京都大島町沖（浮体）
㉘東京都新島村沖（浮体）
㉙東京都神津島村沖（浮体）
㉚東京都三宅村沖（浮体）
㉛東京都八丈町沖（浮体）

㊳鹿児島県いちき串木野市沖

⑫北海道檜山沖
⑪北海道松前沖

㊵むつ小川原港内
⑯青森県沖日本海（北側）
㉔青森県陸奥湾
⑨青森県沖日本海（南側）

⑤秋田県八峰町・能代市沖
②秋田県能代市・三種町・男鹿市沖
⑥秋田県男鹿市・潟上市・秋田市沖

⑰秋田県秋田市沖
③秋田県由利本荘市沖（北側・南側）

㊶㊷能代港内・秋田港内

㊴石狩湾新港内
⑬北海道石狩市沖

⑭北海道岩宇・南後志地区沖
㉒北海道岩宇・南後志地区沖（浮体）

⑮北海道島牧沖
㉓北海道島牧沖（浮体）

凡例 ：促進区域 （12海域）
：有望区域 （9区域）
：準備区域 （17区域）
：港湾区域内（6港）
：基地港湾 （7港）

洋上風力発電に係る促進区域等の位置図（令和８年４月現在）

三菱商事洋上風力㈱他
撤退⇒再公募予定

※R8.１ 運転開始－戸田建設（株）他

浮体式：12区域
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【基地港湾の指定に係る基準】

・港湾計画における「海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維持管理
の拠点を形成する区域」の位置づけ
・係留施設及び荷捌き施設に必要な地盤強度及び面積
・係留施設の構造の安定
・当該港湾の利用状況と周辺の洋上風力発電の導入量の現状・将来見通し
・２以上の者の港湾の利用見込み

岸
壁

（
国
）

荷
さ
ば
き
地
等

（
港
湾
管
理
者
）

制度スキーム

発
電
事
業
者※

貸付料

（長期）貸付

貸付料

（長期）貸付

SEP船による海上施工の様子（能代港・秋田港内）

提供：秋田洋上風力発電（株）

基地港湾利用の様子（秋田港）

ブレード

ナセル

提供：秋田洋上風力発電（株）

タワー

※複数事業者が基地港湾を利用する場合は、出力量
に応じ貸付料を按分する。

〇令和元年改正港湾法において、国土交通大臣が、海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭（洋上風力発電設備の設
置及び維持管理に利用される埠頭）を有する港湾を基地港湾として指定し、発電事業者に当該港湾の同埠頭を長期間（最大
30年間）貸し付ける制度を創設。
○現在までに、青森港、秋田港、能代港、酒田港、鹿島港、新潟港及び北九州港の計７港を基地港湾に指定。
○基地港湾の指定については、洋上風力発電の案件形成の状況等を踏まえ、指定済みの基地港湾を最大限活用しつつ、基地
港湾の指定の必要性が高まった段階で、指定に係る基準への適合性を確認したうえで指定の判断を行う。
○また、令和７年改正港湾法において、広域的な基地港湾の利用調整を行う利用調整協議会制度を創設。

7

海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾（基地港湾）制度の概要



マスター タイトルの書式設定

【位置図】

青森港
能代港
秋田港
酒田港
新潟港

鹿島港

北九州港

○能代港
【指定日】令和２年９月２日
【事業の概要】
・整備施設：岸壁(水深10m) 、泊地(水深10m）
・事業期間：令和元年度～令和６年度
【海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維
持管理の拠点を形成する区域】:8ha

大森地区

泊地(-10m(暫定))

○鹿島港
【指定日】令和２年９月２日
【事業の概要】
・整備施設：岸壁(水深12m)、泊地(水深12m
）、航路・泊地(水深12m）

・事業期間：令和２年度～令和６年度
【海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維
持管理の拠点を形成する区域】：5ha

航路・泊地（-12m)

泊地(-12m)

外港地区

○秋田港

飯島地区

○青森港
【指定日】令和６年４月26日
【事業の概要】
・整備施設：岸壁(水深12m)、泊地(水深12m)、
航路・泊地(水深12m)

・事業期間：令和６年度～令和９年度
【海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維
持管理の拠点を形成する区域】：8ha

○酒田港

航路・泊地
(-12m)

泊地(-12m)

【指定日】令和６年４月26日
【事業の概要】
・整備施設：岸壁(水深12m) 、泊地(水深12m)、
航路・泊地(水深12m)、防波堤(波除)、ふ頭用地

事業期間：令和６年度～令和９年度
【海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維
持管理の拠点を形成する区域】：8ha

外港地区

○北九州港

ふ頭用地

泊地
(-10m(暫定

))
航路・泊地

(-9m(暫定))

岸壁（-11m(暫定)、190m）
（耐震）（地耐力強化）

岸壁(-10m(暫定)､180m)
（地耐力強化）

泊地(-12m)航路・泊地(-12m)

岸壁(-12m、230m)
(地耐力強化)

油川地区

ふ頭用地

防波堤(波除)(175m)

岸壁(-12m､230m)
(地耐力強化)

岸壁(-11m(暫定)､190m)
（耐震）（地耐力強化）

飯島地区

岸壁(-12m､200m)
（地耐力強化）

岸壁(-10m(暫定)、180m)
（地耐力強化）

泊地(-10m(暫定))

航路・泊地(-9m(暫定))

響灘地区

※発電事業者２社と契約済 ※発電事業者１社と契約済

【指定日】令和２年９月２日
【事業の概要】
・整備施設：岸壁(水深11m)
・事業期間：令和元年度～令和４年度
【海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び
維持管理の拠点を形成する区域】:8ha 

ふ頭用地

（ ）

○新潟港
【指定日】令和５年４月28日
【事業の概要】
・整備施設：岸壁(水深12m)、泊地(水深12m）
・事業期間：令和５年度～令和８年度
【海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維
持管理の拠点を形成する区域】：8ha

南ふ頭地区 泊地(-12m) 

岸壁(-12m､230m)
(地耐力強化)

【指定日】令和２年９月２日
【事業の概要】
・整備施設：岸壁(水深10m) 、泊地(水深10m)
、航路･泊地(水深9m)､ふ頭用地

・事業期間：令和２年度～令和６年度
【海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び
維持管理の拠点を形成する区域】：8ha

※直轄事業で整備する範囲 ※直轄事業で整備する範囲 ※直轄事業で整備する範囲 ※直轄事業で整備する範囲

※直轄事業で整備する範囲 ※直轄事業で整備する範囲 ※直轄事業で整備する範囲

（ ）
（ ） （ ）

（ ）
（ ） （ ）

（背後の用地を含めて8ha以上）

整備済
海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾（基地港湾）の概要
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2019 2021 2022-24 2025 2029 2030 2040

港湾区域・促進区域における案件形成の状況
促進区域
港湾区域

有望区域
準備区域

10GW

30～45GW

○洋上風力発電については、 「第７次エネルギー基本計画」において、 2030年までに10GW、2040年までに30GW～45GWの案
件を形成することを目指すとされており、そのうち浮体式については洋上風力産業ビジョン（第2次）にて、2029年に大規模案件の
形成、2040年までに15GW以上案件形成を目指すことが示された。

○一般海域における占用許可制度の創設後、洋上風力の案件形成は1GW/年で進んでおり、2030年以降は2～3.5GW/年で進
んでいくことが想定され、基地港湾の機能強化が求められる。

２～３.5GW/年で
案件形成が進捗

約4.1GW
約6.3GW

約2.3GW

浮体式
15GW以上

約3.5GW以上

１GW/年で
案件形成が進捗

浮体式
大規模案件

洋上風力発電事業の大型化

今後１GW以上の案件形成が
進捗すると想定される。

洋上風力発電事業の事業計画規模
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案件形成の加速化・事業の大型化



マスター タイトルの書式設定

運転中の主な浮体式洋上風力発電（欧州）

テトラスパー
TetraSpar（ノルウェー）
3.6MW（1基）
テトラスパー型

ユニテックゼフィロス
UNITECH Zefyros （ノルウェー）
2.3MW（1基）
スパー型

ハイウィンドタンペン
Hywind Tampen（ノルウェー）
88MW（8~8.6MW/11基）
スパー型

ハイウィンドスコットランド
Hywind Scotland（英）
30MW（6MW/5基）
スパー型

キンカーディン2期
Kincardine Phase2（英）
50MW（9.5MW/5基）
セミサブ型

ウィンドフロートアトランティック
WindFloat Atlantic（ポルトガル）
25MW（8.4MW/3基）
セミサブ型

フロージェン
Floatgen（仏）
2MW（1基）
バージ型

○欧州では、2~8MW級の小型の浮体式洋上風力発電が既に稼働しており、今後浮体式の導入が進んでいくこと
が見込まれている。

○浮体式では、複数の港湾を組立工程毎に機能分担を行い、施工を行っている。
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欧州における浮体式洋上風力発電の導入状況

ロッテルダム港、オランダ
風車搭載、試運転①

フェロル港、スペイン
浮体基礎製造

アバディーン港
イギリス

キンカーディン
イギリス

スペイン→オランダ
曳航

オランダ→イギリス
曳航、試運転②、設置

出典: Flotation Energy 資料

出典: Principal PowerHP

出典 : 海外での浮体式洋上風力発電の施工事例について
(R6.6官民フォーラム）

出典

:

PAS Publicaties

複数港の利用

港湾の更なる効率的な利用

・プロジェクト名 : キンカーディン
フェーズ 2

・水域：北海
(アバディーン沖 15km)

・基礎：セミサブ
・基数：５基（各 9.5MW ）
・運転開始： 2021 年



令和7年度洋上風力発電の導入促進に向け
た港湾のあり方に関する検討会（2026/1/14）

資料1より抜粋
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